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；［局長通知］「社会福祉士養成施設等指導要領及び介護福祉士養成施設等指導要領について」（昭和63年1月  
；14日社庶第3号、厚生省社会局長通知）  
：［課長通知］「介護福祉士養成施設等指導要領  

こ、．社会居庶務課長通知）   
」
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（平成3年3月27日社庶第82号、厚生省  
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見直し案  

○ 次に掲げるもののいずれをも介護実習に利用できるこ   

と。ただし、イに掲げるものにおける介護実習に係る時   
間数の1割程度については、適所の施設又は事業とし   
て厚生労働大臣が別に定めるものにおける介護実習を   

もってイに掲げるものにおける介護実習に代えることが   

できる。［省令］  
イ 入所の施設として厚生労働大臣が別に定めるものの   

うち、原則として設置後旦生以上経過したものであって   
介護実習を行う些＿に適呈なも墾（次号において「入所実   

習施設」という。）［省令］   
ロ 身体上若しくは精神上の障害があることにより日常生   

活を営むのに支障がある者につきその者の居宅におい   

て入浴、岨介護を行う事業又は主として   
居宅において介護を受ける者若しくは当該者を現に養   

護する者に必要な援助を行うことを目的とする施設とし   

て厚生労働大臣が別に畳めるもののうち、原則土ヒ三鼠   
盤＿後又は設置後3年以上経過したものであって介護裏   

里掛適当なもの（次号において「居宅介護実習   

事業等」という。）［省令］  

艶‖こ定め   

るものであって、介護保険法その他の関係法令に基づく  
鼓員の配置に係る  たすものであること  
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○ 個別ケアを理解するため、介護計画の作成、実施後の評価やこれを踏まえた計画の修   
正といった介護福祉士としての一連の介護過程のすべてを実践する場としてふさわしいよ   

う、介護職員に占める介護福祉士の比率が3割以上であることや、介護サービス提供のた   
めのマニュアル等や介護過程に関する諸記録が整備されていること等を要件とする。  
○ 介護実習に係る時間数の3分の1以上を実習施設・事業等（Ⅱ）における実習に充てる   
こととする。  

見直し案  

○ 次に掲げるもののいずれをも介護実習に利用でき   

ること。ただし、イに掲げるものにおける介護実習に   

係る時間数の1割程度については、通所の施設又は   

事業として厚生労働大臣が別に定めるものにおける   

介護実習をもってイに掲げるものにおける介護実習   

に代えることができる。［省令］  
イ 入所の施設として厚生労働大臣が別に定めるも  

ののうち、  
あって介護実習を 行うのに適当なもの（次号におい  

て「入所実習施設」という。）［省令］  
口 身体上若しくは精神上の障害があることにより日  

常生活を営むのに支障がある者につきその者の居  

宅において入浴、排せつ、食事等の介護を行う事業  
又は主として居宅において介護を受ける者若しくは  

当該者を現に養護する者に必要な援助を行うことを  

目的とする施設として厚生労働大臣が別に定めるも  

但のうち、原則として開始後又は設置後3年以上経  
過したものであって介護実習を 行うのに適当なもの  

（次号において「居宅介護実習事業等」という。）［省  

適切に整  清されているこ  

ること、．、  

に充てること＿．＿い＿  

令］   



］「厚生労働大臣が別に定めるもの」  

2 指定規則第五条第一項第十四号イに規定する厚生労働大臣が別に定めるものは、   
次に掲げるものとする。  
一 児童福祉法に規定する知的障害児施設、知的障害児通園施設、盲ろうあ児施設、   
肢体不自由児施設、重症心身障害児施設及び指定医療機関  
二 生活保護法 に規定する救護施設及び更生施設  
三 老人福祉法に規定する老人居宅生活支援事業並びに老人デイサービスセンター、  
老人短期入所施設、養護老人ホーム及び特別養護老人ホーム  
四 介護保険法に規定する指定居宅サービス（訪問リハビリテーション、居宅療養管理   
指導、福祉用具貸与及び特定福祉用具販売を除く。）を行う事業所、指定地域密着型   
サービスを行う事業所、指定施設サービスを行う施設、指定介護予防サービス（介護   
予防訪問リハビリテーション、介護予防居宅療養管理指導、介護予防福祉用具貸与及   
び介護予防特定福祉用具販売を除く。）を行う事業所及び指定介護予防地域密着型   
サービスを行う事業所  

五 障害者自立支援法に規定する障害福祉サービス事業及び障害者支援施設  

六 労働者災害補償保険法（昭和二十二年法律第五十号）に規定する被災労働者の受   

ける介護の援護を図るために必要な事業に係る施設であって、年金たる保険給付を   
受給しており、かつ、居宅において介護を受けることが困難な者を入所させ、当該者に   
対し必要な介護を提供するもの  

七 身体上又は精神上著しい障害があるために常時の介護を必要とし、かつ、居宅にお   
いてこれを受けることが困難な原子爆弾被爆者を入所させ、養護することを目的とする   
施設  
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○ 実習において個別ケアを体験・学習できるようにする観点からは、実習施設ヰ業等  
（Ⅱ）として、訪問介護等の利用者の居宅を訪問して行うサービスや小規模多機能型居   
宅介護等のサービス形態を確保することが望ましい。  

○ しかし、一定期間以上継続して実習を行う実習施設■事業等（Ⅱ）として上記のような   

サービスを確保することが困難であるという状況を踏まえ、実習施設・事業等（Ⅰ）の選   
定に当たっては、実習施設・事業等（Ⅱ）を含めた介護実習全体の中で施設における実   

習に片寄ることのないよう、短期間であっても、上記のようなサービスを含む居宅サービ   

スを確保することにより、利用者の生活の場である多様な介護現場において個別ケアを   
体験・学習できるよう、配慮することとする。  

■○実習施設・事業等（Ⅰ）の種別の選定に当たっては、実  ■○ 入所実習施設の選定に当たっては、特定の施設種別  
■   

習施設・事業等（Ⅱ）を含めた介護実習全体で特定の施   に片寄ることのないよう老人福祉施設、身体障害者更生   
設暮事業等の種別に片寄ることのないよう、高齢者関係   援護施設、児童福祉施設等のバランスに配慮すること。   

施設・事業等、障害者関係施設・事業等及び児童関係  ［課長通知］  

施設・事業等で多様な経験・学習ができるよう配慮する  

こと。  

■  q  



○ 介護実習について適当な実習指導者の指導が行われ   

ること。［省令］  
○ 入所実習施設において、同時に実習を行う学生の数   

は、1施設当たり5人までとすること。［課長通知］  

○ 介護実習について適当な実習指導者の指導が行われ   

ること。  
○ 実習施設・事業等が同時に受け入れることができる学  

1人につき5人を限度とすること。  生数は、   

一一一－－－－－－－－－－－－－－－t－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－一一－－t t－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一一一－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－■一●－■■■■－－‾‾ 

r′［省令］社会福祉士介護福祉士学校養成施設指定規則（昭和62年厚生省令第50号）  
；［局長通知］「社会福祉士養成施設等指導要領及び介護福祉士養成施設等指導要領について」（昭和63年1月  
：14日社庶第3号、厚生省社会局長通知）  
；［課長通知］「介護福祉士養成施設等指導要領  

：、社会局庶務課長通知）  
」（平成3年3月27日社庶第82号、厚生省  て
 
 

＼
 
 

し
 
 

つ
 
に
 
 

し
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見直し案  

○ 塞豊艶敷長里等⊥王⊥における実習指導者は、企崖   
福祉士の賃格を有する者又は3年以上介言空業預に従事   
した緯璧のあろ看であること  

○塞里施設凰における実習指導者は、企崖   
福祉士として3年以上冥執こ徒事した経韓かあり、かつ、  
厚生労働大臣か別に定め  

重
登
 
遇
 
蔓
 

延±養成  

等鼻翼過  を塵了した者   

その他その者に草する育として厚生労働大臣か別に定   
める畳であること。  
［草する肴二  

福祉協議会塑壬亘う 
平成2q年旦旦旦］旦圭でに「社会福 
肴特別研修課程を修了し、かつ、介護福祉士の資格を   
有する者」に該当する着   

■l■ ■ ■ ■ － ■ － ■ ■■■■ ■ － ■ －－ ■ ■■■－ ■ 一 － ■ ■ ■ ■ － ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 一 ● －1■ ■llll■ ■ lllll■■ ■ ■ ■  

上塵週足畳ユ  

4丑金指寺山去人全国社会猛祉協言義会が行う介護福祉  
士養成実習施設実習指導者特別研修課程を修了し、力 修M  

の間は、ア、  イに加えて、5  

した経験があり、かつ、介  

註福祉士の資格を有する者  
人全国社会福 

特別研修課程を修¶」か  ±養成実翠施設実習指導畳 ？、介護福祉士の資格を暮する者［局長通知］   
ることと  抑i  

：○ ！企護遍迦±墾塵塵を有する者」とと鼻翼提豊畳過る量i  

！l羊？し、、ては、平成24年3月31日まての間は、引き続きi  
＿    ■  サーTt lL一 ヽ↑ ＿」＿■ l  

えないも  
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見直し案  

○ 実習施設■事業等における実習計画が、当該実習施設一事業等との連携   
の下に定められていること。  

等を週1   ○ 養成施設呈鼎抱し臭里親間中に各実習施設二事業  回以上巡回して、個々の学生について実習の課題を把握し、実習旦提の達  

○ 各入所実習施設及び居宅介護実   
習事業等における実習計画が、当該   

入所実習施設及び居宅介護実習事   

業等との連携の下に定められている   

こと。［局長通知］  
e」入所実習施 
事業等は、実習担当別引こよる定期   
的巡回指導が可能な地域に存する   
三とL［局長通知］  

○ 実習担当教員による定期的巡回指   

業等に裡て、少なくとも週2  

盛躾週を踏まえL旦桂達成のための具体的な  について  

に学生が  

往云二ととして凰差し支えなし㌔＿  

が1日か   

＼ては、  ［課長通知］  

ション   

定量を通l∑実習に必要 な知抑   

幽学生の学習到達状盟lこ応じた組合的な学習となるよう努めること。 

○ 実習において知り得た個人の秘密の保持について、実習生が十分配慮す   
るよう指導すること。  

○ 実習において  

胤
諾
 
知
∴
す
 
 

の保持につし  て
軒
 
 

；′［局長  

． 14  第 
社会福祉士  

‾‾▼‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾ ■■■■■－■■一－－－－－－■■－■■■■■ ■■■－－－■－●■■－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－t－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－■－、  

成施設等抵導要領及び介護福祉士養成施設等指導要領について」（昭和63年1月   
生  

要  

3号、厚  1  

1  

（平成3年3月27日社庶第82号、厚生省：   」
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介護実習・介護総合演習の一体的な実施例  
実習施設・事業等（Ⅱ）  実習施設・事業等（Ⅰ）   

介護実習  

1W＝5日間1D＝6時間  
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